
 

公 募 公 告 

 

下記のとおり一般競争入札を執行するので公示する。 

 

令和５年１月１９日 

 

厚生労働省所管国有財産部局長    

北海道労働局長  友藤 智朗    

 

記 

 

１ 公募に付する事項 

（１）件名  

令和５年度 写真撮影装置の設置に係る業者の選定 

（２）写真撮影装置の設置施設名および住所    

物件 

番号 
施設名 住所 設置階 

設置 

台数 

募集

者数 

１ 札幌公共職業安定所 
札幌市中央区 

南１０条西１４丁目 
１階 １台 １者 

２ 札幌東公共職業安定所 
札幌市豊平区 

月寒東１条３丁目２－１０ 
２階 １台 １者 

（３）自動販売機等設置期間 

   令和５年４月１日 ～ 令和１０年３月３１日 

   ただし、設置期間（使用許可期間）満了後、国有財産部局長（北海道労働局長）が必要と判断した場

合には、一度に限り設置期間（使用許可期間）を更新できることとする。 

（４）設置にかかる仕様等 

入札案内書のとおり。 

（５）選定方法 

 ア 上記１（２）の各施設に設置する自動販売機の国有財産使用料（年額）について、一般競争入札を

行い、北海道労働局長が定める予定価格（国有財産使用料（年額））以上で、かつ、最高の価格の有効

な入札をした者を設置業者と選定する。 

  イ 業者の選定にあたっては物件番号ごとに行うこととし、入札金額は１年間分の総価を記入すること。 

なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に相当する額を加算し

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価

格とするので、入札者は消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載して提出すること。 

  ウ その他詳細については入札案内書のとおりとする。 

 

２ 入札参加資格 

次の事項に該当するものは、競争に参加する資格を有さない。 

（１）当該契約を締結する能力を有しない者。（未成年、被保佐人又は被補助人であっても、契約締結のため

に必要な同意を得ている者を除く。）及び破産者で復権を得ない者。 

 



（２）以下の各号のいずれかに該当し、かつ、その事実があった後３年を経過していない者。 

ア 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不

正の行為を働いた者 

イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために連合した者 

  ウ 落札者が契約を結ぶこと又は契約を履行することを妨げた者 

  エ 正当な理由がなく契約を履行しなかった者 

オ 前各号のいずれかに該当する事実があった後３年が経過しない者を、契約の履行に当たり、代理人、

支配人その他の使用人として使用した者 

（３）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又

は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与してい

る者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に

規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。 

（４）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をも

って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者ではないこと。 

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは

積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者ではないこと。 

（６）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている者ではな

いこと。 

（７）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者ではないこと。 

（８）暴力団又は暴力団員及び上記（３）から（７）までに定める者の依頼を受けて公募に参加しようとす

る者でないこと。 

 

３ 入札書の提出場所等 

（１）入札案内書の交付場所及び問合せ先 

 北海道労働局総務部総務課会計第四係 

札幌市北区北８条西２丁目 札幌第一合同庁舎９階  電話 011-700-5451（直通） 

（２）入札書の受付期限 

令和５年２月８日（水） 午後 ５時１５分 

（３）提出方法 

   必要な様式をメールにて下記宛提出すること。 

   請求・提出先：北海道労働局総務部総務課会計第４係（国有財産担当） 

   メールアドレス：kaikei4z.green@hkdrdk.go.jp 

（４）開札の日時 

令和５年２月９日（木） 午前１０時００分から順次 

 

４ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

（２）入札保証金及び契約保証金 

   免除とする。 

  

（３）入札者に要求される事項 

   この入札に参加を希望する者は、国有財産部局長から、本公告に示した業務が履行できることを証明

する書類の提出を求められた場合は、これに応じなければならない。 

 



（４）入札の無効 

   本公示に示した入札参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった

者の提出した入札書、その他入札の条件に違反した者の入札書は無効とする。 

（５）落札者の決定方法 

   国で算定した国有財産（建物）の年間使用料以上で最高の価格をもって入札した者を落札者とする。

なお、落札者は北海道労働局長に対し「国有財産使用許可申請」を行うこと。 

（６）その他 

   詳細は入札案内書による。 

 



写真撮影装置設置時の遵守事項 

 

北海道労働局 

 

１ 使用許可を受けた事業者は、写真撮影装置の設置に関する全ての責任を負うこととな

ります。入札案内書の設置条件や仕様（４ページ）を必ず守ってください。 

  写真撮影装置の設置にあたって、設置の許可を受けたものは子メーター設置と電力料

金の支払いが伴います。北海道労働局が指定する支払先に設置の許可を受けたものが直

接支払ってください。（第三者の名義で支払うことを禁じます。） 

 

２ 自動販売機本体に以下の内容を記載したラベルを貼付し、管理義務者と故障時の連絡

先がわかるようにしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国有財産使用許可 

目的：写真撮影装置の設置 

許可を受けた者：〇〇株式会社 

        連絡先 ０１１－〇〇〇－〇〇〇〇 

故障時等の連絡先：□□株式会社 

        連絡先 ０９０－〇〇〇〇－〇〇〇〇 

釣銭切れや商品不良時には上記連絡先にご連絡ください。 



 

 

 

 

 

 

 

令和５年度 

写真撮影装置設置に係る業者の選定 

入札案内書 

 

 

 

入札受付期限   令和５年２月８日（水） 

開 札 日   令和５年２月９日（木） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省 北海道労働局総務部総務課 
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１０ 問い合わせ先・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

 

【資 料】 

写真撮影装置設置場所案内図 

  １ 札幌公共職業安定所  １階 

２ 札幌東公共職業安定所 ２階 

  

【様 式】 

  １ 入札書 

  ２ 誓約書 

  ３ 国有財産使用許可申請書 

  ４ 役員名簿 

５ 国有財産使用許可書 

 

【別 紙】 

 写真撮影装置の設置にかかる業者の選定 施設別仕様書 

  １ 札幌公共職業安定所 

  ２ 札幌東公共職業安定所 
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申込みから設置までの流れ 

 

【公 示】 令和５年１月１９日（木） 入札関係資料配付開始 

 

 

【現地確認】 

入札書類の提出前に、必ず現地等を確認してください。 

なお、現地確認を行う場合、事前に各所属担当者に連絡願います。 

 

 

【入札書類請求】 

入札書、誓約書の様式をメールにて請求してください。 

（請求先：kaikei4z.green@hkdrdk.go.jp） 

 

 

【入札受付】 

 入札書、誓約書を受付期限（令和５年２月８日（水）午後５時１５分）までにメー

ルにて提出してください。（提出先：kaikei4z.green@hkdrdk.go.jp） 

 

 

【開札】令和５年２月９日（木） 午前１０時００分～ 

 ・入札結果はメールにてお知らせします。 

 ・落札者には、「国有財産使用許可申請書」ほか必要書類を令和５年２月２８日 

（火）までに提出していただきます。 

 

 

【使用許可】 

当課より「国有財産使用許可書」を送付します。 

 

 

【設 置】 

令和５年４月１日より使用できるよう、設置施設管理担当者と打ち合わせを行った

うえで設置してください。 

 

 

【納入告知書の送付】 

 写真撮影装置の設置後、当課より国有財産使用料にかかる納入告知書を送付します

ので、期日までの納付をお願いします。 

mailto:kaikei4z.green@hkdrdk.go.jp
mailto:kaikei4z.green@hkdrdk.go.jp
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写真撮影装置の設置にかかる業者の選定募集要領 

 

１ 写真撮影装置を設置する施設 

 

物件 

番号 
施設名 住所 設置階 

設置 

台数 

募集

者数 

１ 札幌公共職業安定所 
札幌市中央区 

南１０条西１４丁目 
１階 １台 １者 

２ 札幌東公共職業安定所 
札幌市豊平区 

月寒東１条３丁目２－１０ 
２階 １台 １者 

 

２ 入札参加者資格 

次の事項に該当するものは、競争に参加する資格を有さない。 

（１）当該契約を締結する能力を有しない者（未成年、被保佐人又は被補助人であっても、契

約締結のために必要な同意を得ている者を除く）及び破産者で復権を得ない者。 

（２）以下の各号のいずれかに該当し、かつ、その事実があった後３年を経過していない者。 

ア 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数

量に関して不正の行為を働いた者 

イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るため

に連合した者 

ウ 落札者が契約を結ぶこと又は契約を履行することを妨げた者 

エ 正当な理由がなく契約を履行しなかった者 

オ 前各号のいずれかに該当する事実があった後３年が経過しない者を、契約の履行に当

たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

（３）法人等（個人、法人又は団体をいう）の役員等（個人である場合はその者、法人である

場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他

経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ）が、暴力団（暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。

以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ）では

ないこと。 

（４）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者ではないこと。 

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者ではないこ

と。 

（６）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどして

いる者ではないこと。 

（７）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者ではない

こと。 

（８）暴力団又は暴力団員及び上記（３）から（７）までに定める者の依頼を受けて公募に参

加しようとする者でないこと。 
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３ 設置条件等 

（１）写真撮影装置の設置にあたっては、国有財産を使用するものであることから、国有財産

法に基づく所要の手続きを行うこと。 

（２）写真撮影装置にかかる電気料については、毎月末（休日の場合翌営業日）締めによる使

用電力の料金負担を伴うこと。（子メーターの設置が必要となること。） 

  なお、電気料の支払いに伴う振込手数料については受託者が負担することとし、支払い

遅延による損害金が発生した場合についても同様とする。 

（３）写真撮影装置の設置にあたり、転倒防止対策を講じること。 

（４）写真撮影装置の設置期間（使用許可期間）は令和５年４月１日から令和１０年３月３１

日までの５年とする。 

ただし、設置期間（使用許可期間）満了後、国有財産部局長（北海道労働局長）が必要

と判断した場合には一度に限り設置期間（使用許可期間）を更新できることとする。 

また、設置期間（使用許可期間）の更新を受けようとするときは、使用を許可された期

間の満了２月前までに、所定の様式により国有財産部局長（北海道労働局長）まで申請し

なければならないこと。 

（５）設置期間（使用許可期間）満了に伴う写真撮影装置の撤去及び原状回復等の費用は設置

業者が負担すること。 

（６）設置期間（使用許可期間）が満了する前に、設置者の都合により写真撮影装置を撤去し

ようとする場合は、撤去しようとする日の２月前に国有財産部局長（北海道労働局長）に

対し書面により通知すること。 

 

４ 写真撮影装置の仕様等 

（１）共通事項 

ア 写真撮影装置を設置する施設に対する販売手数料は不要とする。 

イ 利用者トラブル、機械故障時等の緊急対応を行うこと。 

ウ 写真撮影装置の設置、移動、保守、点検、品質管理、機械内の清掃、売上金の管理等、

全てにおいて設置業者により実施すること。 

エ 釣銭の補充は、原則、各設置施設開庁日に毎日実施すること。ただし、販売の状況に

より各施設管理担当者と協議の上、実施回数の変更は可能とする。 

オ 写真撮影装置の設置等に関して疑義が生じた場合は、各施設管理担当者の指示に従う

こと。 

（２）写真撮影装置 

ア 運転免許証、雇用保険、履歴書、障害者手帳、個人番号カード（マイナンバー）及び

パスポート等に対応する写真サイズの撮影が可能であること。 

 イ 撮影回数については撮影した画像を確認し撮り直しが可能、または複数回撮影した中

から選択が可能であること。 

 ウ 撮影料金は、市場価格に準じ適正な価格とすること。 

 エ 対応する貨幣及び硬貨は、1,000円、500円、100円、50円、10円とすること。 

 オ 領収書の発行機能を有していること。 

カ 電球にＬＥＤの使用、未使用時の消灯等の省電力対策を行い、環境に配慮したもので 

あること。 
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５ 入札手続 

（１）受付期限 令和５年２月８日（水）午後５時１５分（必着）まで 

（２）提出する書類 

ア 入札書様式１ 

イ 誓約書様式２ 

（３）書類の作成 

ア 入札に必要な様式を下記宛にメールにて請求すること。 

様式請求先：北海道労働局総務部総務課会計第四係（国有財産担当） 

メールアドレス：kaikei4z.green@hkdrdk.go.jp 

イ 入札書は、１物件につき１部作成する必要があること。 

ウ 提出する書類の作成は、配布されたファイルに入力する方法で行い、署名・捺印は 

   必要ないこと。 

（４）提出方法 

ア 下記宛にメールにて提出すること。 

    提出先：北海道労働局総務部総務課会計第四係（国有財産担当） 

    メールアドレス：kaikei4z.green@hkdrdk.go.jp 

イ 受付期限である令和５年２月８日（水）午後５時１５分までに到達しない入札関係  

書類は受付できないので、十分に余裕を持って提出すること。 

    なお、提出された入札関係書類は、その事由の如何にかかわらず引換、変更又は取消

しを行うことはできないので注意すること。 

 

６ 開札 

（１）開札日時 令和５年２月９日（木）１０：００から順次 

（２）開札結果 

メールにより入札者全員に通知すること。 

なお、落札者に対しては、北海道労働局担当者より直接連絡をすること。 

 

７ 落札者の決定 

（１）落札の結果、北海道労働局長が定める予定価格（国有財産使用料（年額））以上で、かつ

最高の価格の有効な入札をした方を落札者と決定する。 

（２）落札の結果、北海道労働局長が定める予定価格（国有財産使用料（年額））以上での落札

がなかった場合は、後日、当該物件に応募した者を対象とし再入札を行う。 

   なお、再入札の日時については、別途連絡する。 

 

８ 使用許可申請 

落札者は、北海道労働局長に対し以下の書類を令和５年２月２８日（火）午後５時１５分

までに郵送又は持参により提出すること。 

（１）国有財産使用許可申請書様式３ 

（２）配置図（写真撮影装置の配置場所がわかる庁舎平面図） 

（３）外形図（設置機器の寸法及び設置面積がわかるもの） 

（４）カタログ（設置機器の外見、仕様がわかるもの） 

（５）役員名簿様式４ 

 

 

mailto:kaikei4z.green@hkdrdk.go.jp
mailto:kaikei4z.green@hkdrdk.go.jp
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９ 使用許可及び使用料の納付 

（１）落札者より提出のあった国有財産使用許可申請ほか提出書類の審査後、国有財産部局長

より「国有財産使用許可書」様式５を送付するので、内容を確認のうえ、令和５年４月１

日より自動販売機の設置及び使用ができるように設置施設管理担当者を通じ準備等を進め

ること。 

（２）使用料については、使用許可の開始に合わせて、当課より納入告知書を送付するので、

落札者は指定の納付期限までに使用料（年額）を納付すること。 

（３）使用料は１年毎に変更となる場合があること。 

 

10 問い合わせ先 

北海道労働局総務部総務課会計第四係（担当：石金） 

TEL ０１１－７００－５４５１（直通） 



別紙

厚生労働省　北海道労働局総務部総務課

写真撮影装置設置に係る

業者の選定施設別仕様書

令和５年１月



その他特記事項

○参考データ

・販売実績　　1,440枚/年（120枚程度／月）
・職員等数　　193人
・来庁者数　　217,691人／年（15,000～21,000人程度／月）

※販売実績及び来庁者数は過去の実績ですのでご留意ください。

Ｄ 800 Ｈ

　※Ｄ（奥行）には背面スペース（100～200ｍｍ）分を含む。

2,200
（最大外形）（ｍｍ）

設置する機種 写真撮影装置

施 設 別 仕 様 書

物件番号 1

施設名 札幌公共職業安定所

設置場所 １階

設置台数 １台

設置可能寸法
Ｗ 1,400



会 議 室

ボイラー室

                         

写真撮影装置
設置場所

正
面
玄
関

総
合
案
内

階
段

給湯室 女子
便所

男子
便所

PS 階
段 電気室

E
P
S

E  V
ｼｬﾌﾄ

E  V
機械室

0 1.8 3 6

縮尺:  1:170

① 札幌公共職業安定所 1階



その他特記事項

設置する機種 写真撮影装置

施 設 別 仕 様 書

物件番号 ２

施設名 札幌東共職業安定所

○参考データ

・販売実績　　1,467枚/年
・職員等数　　193人
・来庁者数　　206，029人/年(13,000～19,000人前後/月）

※販売実績及び来庁者数は過去の実績ですのでご留意ください。

設置場所 ２階

設置台数 １台

設置可能寸法
Ｗ 1,400 Ｄ 800 Ｈ 2,200

（最大外形）（ｍｍ）

　※Ｄ（奥行）には背面スペース（100～200ｍｍ）分を含む。



係長席

記載台 記載台 記載台 記載台 記載台

HUB

待合５1席

ｶｳﾝﾀｰ W1200仕様

情報ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ
関連機器

発券機
資格決定窓口

1.50m

W1200×H1500×4枚

ドア付きパーテーション

（地域共同就職支援センターより）

写真撮影装置
設置場所 

HWsys用ﾌﾟﾘﾝﾀ
（ﾃﾞｽｸﾜｺﾞﾝ上） 450㎜ 1100㎜ 1100㎜ 1000㎜ 1000㎜ 800㎜ 800㎜

給付窓口

1.17m

穿孔機

（ﾃﾞｽｸﾜｺﾞﾝ上）

2.39m

雇用保険給付課
EV

1.40m

1.71m

所内LAN用ﾌﾟﾘﾝﾀ
（ﾃﾞｽｸﾜｺﾞﾝ上）

HWsys用ﾌﾟﾘﾝﾀ
（ﾃﾞｽｸﾜｺﾞﾝ上）

給付課書棚
PS・SK

システム端末裏のパーテと
給付課書棚で目隠し
（課長席からは見える）

給付課書棚

1.60m

受給資格者証

返戻スペース

MPWC

FWC

給付調査官
0.65m

1.16m

朝日ビル1F

FAX

1.00m HWsys用ﾌﾟﾘﾝﾀ

給付課分

表示器（天吊り）

情報ディスプレイ

（移設）
H1800

0.83m

コピー機

（朝日ビル2F）

給付課書棚 シュレッダ

（朝日ビル2F）
Hwsys

大型ﾌﾟﾘﾝﾀ

SEC

訓練審査・指示コーナー（旧朝日ﾋﾞﾙ2F分）

MWC

SEC

冷
冷蔵庫&電子レンジ

（第1-2Fより）

傘立て

大会議室

講演台 休憩室
ｺﾞﾐ箱

給湯室・休憩室

機械室

小会議室

SEC

チェア用台車

ロッカー室
(38)

② 札幌東公共職業安定所 2階

小型

ﾗｯｸ

ｶｳﾝﾀｰ W1200仕様

給付課長

HUB

0.80m

1.60m

2.00m

1.21m

1.15m

0.85m

1.44m

1.60m

1.60m

1.00m

相談窓口
表示ﾓﾆﾀｰ（天吊り）

コピー機

（給付）

0.90m

H1525

HUB



 

入札書 

 

国有財産部局長  

北海道労働局長 殿 
 

 

 

 住 所 所 在 地  

 

入札者 商号又は名称  

 代 表 者 名  

 

 

 

物件番号    

金 額 

 

 

百万 

 

 

 

 

 

千 

 

 

 

 

 

円 

 

 

上記のとおり入札案内書等を承諾のうえ入札します。  

 

 

 

 

 

 

（注） 

１ 入札書は、物件ごとに別ファイルとしてください。 

２ 物件番号欄には、入札案内書Ｐ３の物件番号欄に記載された番号を記入してください。 

３ 入札金額は、数字の前に「￥マーク」を記入してください。 

４ 入札金額は１年間分の総価を記入して下さい。なお、落札決定に当たっては、入札書に

記載された金額に当該金額の１０％に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の

端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札

者は消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額

の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載してください。 

５ 一度提出した入札書の変更又は取消しはできません。 

様式１ 



       

別紙様式１８ 

誓 約 書 

 

 

☐ 私 

☐ 当社  

は、下記１に該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。また、貸付け（使

用許可）を受けた国有財産の使用に当たっては、下記２に掲げる使用等を行わないととも

に、暴力団員等による不当介入を受けた場合には、下記３の措置を行うことを誓約しま

す。また、当方が下記１に該当しないことを確認するため、当方の個人情報について、国

が警察当局へ情報提供することに同意します。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることと

なっても、異議は一切申し立てません。  

 

 

記 

 

 

１ 契約の相手方として不適当な者  

（１） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法

人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、

理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号

に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき  

（２） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき  

（３） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

とき  

（４） 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するな

どしているとき  

（５） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

    なお、役員等に変更があった場合は、速やかに別紙様式１９により変更後の役員

名簿を提出いたします。 

  

２ 公序良俗に反する使用等  

暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等であること

が指定されている者の事務所又はその他これに類するものの用に供し、また、これらの

用に供されることを知りながら、貸付物件（使用許可物件）を第三者に転貸し又は賃借

権を譲渡すること。  

様式２ 



３ 警察への通報等  

（１） 貸付物件（使用許可物件）を使用するに当たって、暴力団又は暴力団員、社会運

動標ぼうゴロ（※１）、政治活動標ぼうゴロ（※２）、その他暴力団関係者から、

不当要求又は業務妨害を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、速や

かに警察に通報し、捜査上必要な協力を行うこと。  

（２） （１）による警察への通報及び捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにそ

の内容を記載した書面により、許可者に報告すること。 

   

  ※１ 社会運動を仮装し又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行

うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者  

  ※２ 政治活動を仮装し又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行

うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者  

 

 

 

厚生労働省国有財産部局長 

 北海道労働局長 殿  

 

 

 

令 和  年  月  日 

 

 

住所又は所在地  

 

氏名 又は 名称   

代 表 者 名  

 



別紙様式１２ 

 

令和  年  月  日 

 

厚生労働省国有財産部局長 

北海道労働局長 殿 

 

 

申請者  住所 

氏名（代表者）          

 

 

国有財産使用許可申請書 

 

 

下記のとおり行政財産を使用したく、関係書類を添付して申請します。 

 

記 

 

１ 使用しようとする財産 

（１） 所在   ○○市○○区○○町○条○丁目○－○ 

（２） 区分   建 物 

（３） 数量   ○○.○㎡ 

 

２ 使用しようとする理由 

     ○○○○の一般来庁者に対するサービスを提供するため、写真撮影装置の設置

場所として使用する。 

 

３ 利用計画（事業計画） 

     写真撮影装置 １ 台 

 

４ 使用しようとする期間 

     令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

 

  ５ その他参考となるべき事項 

     

様式３ 



 

別紙様式１９ 

 

  令和  年  月  日   

役 員 名 簿 

商号又は氏名   

所 在 地  

役 職 名 
（フリガナ） 

生年月日 性別 住   所 
氏  名 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

様式４ 



別紙様式１３                                  

第      号 

令和○年○月○日 

 

国有財産使用許可書 

 

  

 

 殿 

               

                         厚生労働省所管国有財産部局長 

                             北海道労働局長 友藤 智朗 

 

令和 年  月  日付をもって申請のあった当局管理の国有財産を使用することについては、国有財産法
(昭和２３年法律第７３号）第１８条第６項及び第１９条の規定に基づき、下記の条件を付して許可する。 
この許可について不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の定めるところにより、

この許可があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に厚生労働大臣に対して審査請求をすることが
できる。なお、許可があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、許可についての審査請求をするこ
とはできない。 
また、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の定めるところにより、この許可があったことを知っ

た日の翌日から起算して６月以内に、国（法務大臣）を被告として処分取消しの訴えを提起することができ
る。ただし、審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算し
て６月以内とする。なお、許可又は裁決の日から１年を経過したときは、処分取り消しの訴えを提起すること
ができない。 
 

記 
 
(使用許可物件） 

第１条 使用を許可する物件は、次のとおりである。 
所在     

 区分     
 数量     
 使用部分  別図のとおり 
(指定用途） 

第２条 使用を許可された者は、前記の物件を     の用に供しなければならない。 
(使用許可期間) 

第３条 使用を許可する期間は、令和 年 月 日から令和 年 月  日までとする。ただし、使用許可の
更新を受けようとするときは、使用を許可された期間の満了２月前までに、所定の様式により部局長に申
請しなければならない。 
(使用料） 

第４条 令和  年  月  日から令和  年  月  日までの使用料は、    円とする。 
２ 前項に規定する期間が満了した後の期間に係る使用料については、改めて部局長から通知する。なお、使
用料は毎年度改定するものとし、改定の都度、当該年度分の使用料を部局長から通知する。 
（使用料の納付） 

第５条 前条第１項に定める使用料は、当局歳入徴収官の発する納入告知書により、指定期日までに納入しな
ければならない。 
 (使用料の改定） 

第６条 部局長は、経済情勢の変動、国有財産関係法の改廃その他の事情の変更に基づいて特に必要があると
認める場合には、使用料を改定することができる。 

 （延滞金） 
第７条 指定期日までに使用料を支払わないときは、その翌日から納入の日までの日数に応じ、第２項に定め
る率で計算した金額を延滞金として支払わなければならない。 

２ 前項の延滞金利率は延滞金起算日時点の国の債権管理等に関する法律施行令第２９条第１項本文に規定さ
する財務大臣が定める率を定める告示（昭和３２年大蔵省告示第８号）に定める率とする。 
(物件保全義務等） 

第８条 使用を許可した物件は、国有財産法第１８条第６項に規定する制限の範囲内で使用させるものであ

様式５ 



り、使用を許可された者は、善良な管理者の注意をもって維持保存しなければならない。 
２ 前項の維持保存のため通常必要とする修繕費その他の経費は、使用を許可された者の負担とし、その費用
は請求しないものとする。 
(使用上の制限） 

第９条 使用を許可された者は、使用を許可された期間中、使用を許可された物件を第２条に指定する用途以
外に供してはならない。 

２ 使用を許可された者は、使用を許可された物件を他の者に転貸し、又は担保に供してはならない。 
３ 使用を許可された者は、使用を許可された物件について修繕、模様替その他の行為をしようとするとき、
又は使用計画を変更しようとするときは、事前に書面をもって部局長の承認を受けなければならない。 
(使用許可の取消し） 

第10条 部局長は、次の各号の１に該当するときは、使用許可の取消し又は変更をすることができる。 
(1)  使用を許可された者が許可条件に違背したとき。 
(2)  使用を許可された者の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営

業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下
同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２
条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員
をいう。以下同じ。）であるとき 

(3)  使用を許可された者の役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に
損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(4)  使用を許可された者の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す
るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

(5)  使用を許可された者の役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用する
などしているとき 

(6)  使用を許可された者の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると
き 

２ 部局長は、使用を許可した物件を国又は公共団体において、公共用、公用又は公益事業の用に供するため
必要が生じたときは、国有財産法第１９条で準用する同法第２４条第１項の規定に基づき、使用許可の取消
しをすることができる。 

３ 部局長が第１項の規定により使用許可の取消しをした場合、これにより使用を許可された者に生じた損害
について、何ら賠償ないし補償することを要しない。 

４ 使用を許可された者は、部局長が第１項の規定により使用許可の取消しをした場合において、国に損害が
生じたときは、その損害を賠償するものとする。 
(原状回復） 

第11条 部局長が使用許可を取消したとき、又は使用を許可した期間が満了したときは、使用を許可された者
は、自己の負担で、部局長の指定する期日までに、使用を許可された物件を原状に回復して返還しなければ
ならない。ただし、使用を許可した期間が満了した後、公募により改めて使用を許可された場合その他部局
長が特に承認したときは、この限りでない。 

２ 使用を許可された者が原状回復の義務を履行しないときは、部局長は、使用を許可された者の負担におい
てこれを行うことができる。この場合使用を許可された者は、部局長に異議を申し立てることができない。 
(損害賠償） 

第12条 使用を許可された者は、その責に帰する事由により、使用を許可された物件の全部又は一部を滅失又
は損傷したときは、当該滅失又は損傷による使用を許可された物件の損害額に相当する金額を損害賠償とし
て支払わなければならない。ただし、前条の規定により使用を許可された物件を原状回復した場合は、この
限りでない。 

２ 前項に掲げる場合のほか、使用を許可された者は、本許可書に定める義務を履行しないため損害を与えた
ときは、その損害額に相当する金額を損害賠償額として支払わなければならない。 
(有益費等の請求権の放棄） 

第13条 使用許可の取消が行なわれた場合においては、使用を許可された者は、使用を許可された物件に投じ
た改良のための有益費その他の費用が現存している場合であっても、その費用等の償還の請求はしないもの
とする。 
(実地調査等） 

第14条 部局長は、使用を許可した物件について随時に実地調査し、又は所要の報告を求め、その維持使用に
関し指示することができる。 
(疑義の決定） 

第15条 本条件に関し、疑義のあるときその他使用を許可した物件の使用について疑義を生じたときは、部局
長の決定するところによるものとする。 


